
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　本件附帯上告を却下する。

　　　　　上告費用は上告人の、附帯上告費用は附帯上告人の各負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人柳川俊一、同篠原一幸、同小野拓美、同石井宏治、同奥山時和、同安

間雅夫、同木田正喜、同田村哲男、同中島正男の上告理由について

一　弁護人又は弁護人を選任することができる者の依頼により弁護人となろうとす

る者（以下「弁護人等」という。）と被疑者との接見交通権が憲法上の保障に由来

するものであることにかんがみれば、刑訴法三九条三項の規定による捜査機関のす

る接見又は書類若しくは物の授受の日時、場所及び時間の指定は、あくまで必要や

むを得ない例外的措置であって、これにより被疑者が防御の準備をする権利を不当

に制限することが許されないことはいうまでもない。したがって、捜査機関は、弁

護人等から被疑者との接見等の申出があったときは、原則としていつでも接見等の

機会を与えなければならないのであり、これを認めると捜査の中断による支障が顕

著な場合には、弁護人等と協議してできる限り速やかな接見等のための日時等を指

定し、被疑者が弁護人等と防御の準備をすることができるような措置を採るべきで

ある（最高裁昭和四九年（オ）第一〇八八号同五三年七月一〇日第一小法廷判決・

民集三二巻五号八二〇頁）。

　そして、右にいう捜査の中断による支障が顕著な場合には、捜査機関が、弁護人

等の接見等の申出を受けた時に、現に被疑者を取調べ中であるとか、実況見分、検

証等に立ち会わせているというような場合だけでなく、間近い時に右取調べ等をす

る確実な予定があって、弁護人等の必要とする接見等を認めたのでは、右取調べ等

が予定どおり開始できなくなるおそれがある場合も含むものと解すべきである。
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　右のように、弁護人等の必要とする接見等を認めたのでは捜査機関の現在の取調

べ等の進行に支障が生じたり又は間近い時に確実に予定している取調べ等の開始が

妨げられるおそれがあることが判明した場合には、捜査機関は、直ちに接見等を認

めることなく、弁護人等と協議の上、右取調べ等の終了予定後における接見等の日

時等を指定することができるのであるが、その場合でも、弁護人等ができるだけ速

やかに接見等を開始することができ、かつ、その目的に応じた合理的な範囲内の時

間を確保することができるように配慮すべきである。そのため、弁護人等から接見

等の申出を受けた捜査機関は、直ちに、当該被疑者について申出時において現に実

施している取調べ等の状況又はそれに間近い時における取調べ等の予定の有無を確

認して具体的指定要件の存否を判断し、右合理的な接見等の時間との関連で、弁護

人等の申出の日時等を認めることができないときは、改めて接見等の日時等を指定

してこれを弁護人等に告知する義務があるというべきである。そして、捜査機関が

右日時等を指定する際いかなる方法を採るかは、その合理的裁量にゆだねられてい

るものと解すべきであるから、電話などの口頭による指定をすることはもちろん、

弁護人等に対する書面（いわゆる接見指定書）の交付による方法も許されるものと

いうべきであるが、その方法が著しく合理性を欠き、弁護人等と被疑者との迅速か

つ円滑な接見交通が害される結果になるようなときには、それは違法なものとして

許されないことはいうまでもない。

二　これを本件についてみるのに、原審の適法に確定した事実関係は次のとおりで

ある。

　１　被上告人は名古屋市内に事務所を有する弁護士であるが、昭和四八年一〇月

四日早朝魚津市に向かい、午後零時四〇分ころ魚津警察署に赴き、勾留中の被疑者

との接見及び物（小六法、週刊誌各一冊）の授受の申出をしたところ、これを受け

た担当警察官は、接見指定書の有無を尋ねて被上告人がそれを持参していないこと
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を確認した後、富山地方検察庁の検察官書上由紀夫に電話をしてその措置につき指

示を求めた。

　２　右の電話を受けた同検察官は、同警察官に対し、「接見の指定は指定書を交

付してすることになっているから、指定書を取りに来るように伝えてほしい。物の

差入れについては、今受け取る必要がないが、弁護人が納得しない場合には、裁判

所の接見禁止決定の取消決定が必要である。ともかく指定書を取りに来るように伝

えてほしい。」旨を指示したため、同警察官は、被上告人に対し、同検察官の指示

として、「富山地方検察庁の書上検事から指定書の交付を受け、これを持参しない

限り接見させるわけにはいかない。物の差入れについては、裁判所の接見禁止決定

の解除決定を受けない限り受領できない。」旨を伝えた。

　３　これに対して、被上告人は、同警察官に対し、物の授受不許については法の

誤解であって不当である旨、接見指定書の持参要求については、魚津警察署から富

山地方検察庁までは往復二時間以上もかかるのであるから、現に取調べを行ってい

ないのであれば指定書なしで会わせるべきである旨再度申し入れたが、同警察官は

検察官の指示であるとして、これに応じなかった。その後、同警察官との間に押し

問答があったが、結局、被上告人は、同日午後一時すぎころ、同警察署を退去した。

　４　被上告人が被疑者との接見等の申出をした際、同警察署においては、同日昼

すぎころ（前後の事実関係等から、午後一時すぎであることは明らかである。）か

ら当該被疑者の取調べが予定されていたが、現に取調中ではなかった。取調担当官

は、被上告人がやがて指定書を持参して再び接見に来署することを予想して、取調

べの中断は好ましくないとの判断の下に、被疑者の取調べを見合わせて待機し、結

局、当日は終日取調べを行うことはなかった。

　右事実によると、被上告人が午後零時四〇分ころ接見等の申出をした際、既に午

後一時すぎころから当該被疑者の取調べが予定されていたところ、結果的に当日は
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終日右取調べが行われなかったが、その主な理由は被上告人の接見に伴う取調べの

中断を避けることにあったというのであるから、右接見等の申出時において、それ

から間近い時に取調べが確実に予定されていたものと評価することができ、したが

って、被上告人の接見等を認めると右の取調べに影響し、捜査の中断による支障が

顕著な場合に当たるといえないわけでなく、書上検察官が接見等の日時等を指定す

る要件が存在するものとして被上告人に対し右の日時等を指定しようとした点はそ

れ自体違法と断定することができない。

　しかしながら、書上検察官は、魚津警察署の警察官から電話による指示を求めら

れた際、同警察官に被上告人側の希望する接見等の日時等を聴取させるなどして同

人との時間調整の必要を判断し、また必要と判断したときでも弁護人等の迅速かつ

円滑な接見交通を害しないような方法により接見等の日時等を指定する義務がある

ところ、こうした点で被上告人と協議する姿勢を示すことなく、ただ一方的に、当

時往復に約二時間を要するほど離れている富山地方検察庁に接見指定書を取りに来

させてほしい旨を伝言して右接見等の日時等を指定しようとせず、かつ、刑訴法三

九条一項により弁護人等に認められている被疑者に対する物の授受について裁判所

の接見禁止決定の解除決定を得ない限り認められないとしたものであるから、同検

察官の措置は、その指定の方法等において著しく合理性を欠く違法なものであり、

これが捜査機関として遵守すべき注意義務に違反するものとして、同検察官に過失

があることは明らかである。もっとも、原審の確定した事実によれば、被上告人は、

本件接見等の申出前に担当検察官に連絡をとったわけではなく、同検察官の勤務場

所から遠く離れた警察署に直接出向いて接見等を申し出たものであり、しかも同警

察署において、警察電話による担当検察官との折衝の機会を与えられながらこれに

応じなかった等の事情があるというのであるから、こうした諸事情をも考慮すると、

被上告人にも弁護人としての対応にいささか欠けるところがあったのではないかと
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考えられるので、そのことが弁護人の接見等を求める権利の実現を遅れさせる一因

であったことも否定し得ないのであるが、これが被上告人の被侵害利益に対する慰

謝料算定の際の一事情になり得るのは格別、右の検察官の過失責任を免ずる事由に

はなり得ないというべきである。

　そうすると、書上検察官の被上告人に対する被疑者との接見等申出拒否の処分は

その職務を行うについてされた違法行為であるとして、上告人が国家賠償法一条一

項により被上告人の被った損害を賠償すべき責任があるとした原審の判断は、結論

において是認することができる。論旨は、独自の見解に立って原判決を論難するも

のにすぎず、採用することができない。

　附帯上告について

　附帯上告が上告理由と独立した別個の理由に基づくものであるときは、当該上告

についての上告理由書の提出期限内に原裁判所に附帯上告状を提出し、かつ、それ

までに附帯上告理由書を提出することを要するものと解すべきところ（最高裁昭和

三七年（オ）第九六三号同三八年七月三〇日第三小法廷判決・民集一七巻六号八一

九頁）、本件附帯上告が本件上告理由と独立した別個の理由に基づくものであるこ

と及び本件附帯上告状が原裁判所に提出されたのは昭和五八年三月八日であり、上

告指定代理人に本件上告受理通知書が送達されたのは同年一月一一日であること、

したがって、本件附帯上告状が右上告受理通知書が送達された日から五〇日を超え

た後に提出されたものであることは、記録上明らかであるから、本件附帯上告は不

適法として却下を免れない。

　よって、民訴法四〇一条、三九九条ノ三、九五条、八九条に従い、裁判官坂上壽

夫の補足意見があるほか、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。

　裁判官坂上壽夫の補足意見は、次のとおりである。

　弁護人等と被疑者との接見交通権の重要性にかんがみ、法廷意見が「捜査の中断
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による支障が顕著な場合」について説示するところに関連して、一言所見を付け加

えておきたい。

　捜査機関が、弁護人等の接見申出を受けた時に、現に被疑者を取調べ中であつて

も、その日の取調べを終了するまで続けることなく一段落した時点で右接見を認め

ても、捜査の中断による支障が顕著なものにならない場合がないとはいえないと思

われるし、また、間近い時に取調べをする確実な予定をしているときであっても、

その予定開始時刻を若干遅らせることが常に捜査の中断による支障が顕著な場合に

結びつくとは限らないものと考える。したがって、捜査機関は、接見等の日時等を

指定する要件の存否を判断する際には、単に被疑者の取調状況から形式的に即断す

ることなく、右のような措置が可能かどうかについて十分検討を加える必要があり、

その指定権の行使は条理に通ったものでなければならない。

　　　　　最高裁判所第三小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　貞　　　家　　　克　　　己

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　坂　　　上　　　壽　　　夫

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　園　　　部　　　逸　　　夫

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　佐　　　藤　　　庄　市　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　可　　　部　　　恒　　　雄
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